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研究成果の概要（和文）：本研究は、国レベルではなく都道府県別の疾病負荷を包括的に分析し、それを具体的
政策分析にも応用する我が国で初めての試みである。平成29年度の研究成果をさらに発展させ、データ収集の拡
大、最新の統計技術の適用、方法論の改善が成された。1990年から2017年にかけて、日本全体の健康寿命は69.7
歳から73.1歳まで伸びた。現在の主要死因のトップは全国的に脳血管疾患・心血管疾患であり、障害も鑑みる
（DALYs：障害調整生命年）と腰痛が第一位の要因である。長寿者ほどより多くの障害を抱えて生活していおり
（特に感覚・運動器）、さらに変性疾患（アルツハイマー病）の負荷が全国的に著しく、喫緊な対応が求められ
る。

研究成果の概要（英文）：This study is the first attempt in Japan to comprehensively analyze the 
burden of disease not at the national level but also at the prefectures, and apply it to concrete 
policy analysis. This year we expanded data collection, applied the latest statistical techniques, 
and improved methodologies. From 1990 to 2017, Japan's overall healthy life expectancy increased 
from 69.7 to 73.1 years. The top of present main cause of death is cerebrovascular disease and 
cardiovascular disease nationwide, and main cause of DALYs (Disability-adjusted life years) is back 
pain. Longevity leads to more disabilities (especially sensory and motor organs). In addition, the 
burden of degenerative diseases (Alzheimer's disease) is significant nationwide, and urgent measures
 are required.

研究分野： 疾病負荷
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研究成果の学術的意義や社会的意義
疾病負荷を活用した保健医療政策の課題に具体的かつ継続的に活用する基盤を確立する。本研究は、地域での意
思決定とアウトカム志向に資する包括的分析を推進することによって、「保健医療2035」等に示された保健医療
の方向性や喫緊の保健医療の課題をより具体的に検討することが可能となる。本研究成果をより多く の研究者
や一般の方が利用できるように、これまでに開発したデータビジュアル化のためのウェブツールをさらに広く展
開した。本研究成果は、MEDITECH FINDER（http://meditechfinder.org/en/）に掲載し、広く一般公開を行っ
た。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
保健政策立案や研究開発における優先順位決定のためには、死亡と障害の双方を考慮した包括的
かつ比較可能な健康アウトカム指標が必要である。DALYs（disability-adjusted life-years：障
害調整生存年）は、疾病や危険因子に起因する死亡と障害に対する負荷を比較しうる形で総合的
に勘案し定量化するための指標として、世界保健機関（WHO）や世界銀行をはじめ国際的に医
療政策、研究開発や保健介入の優先順位決定に活用されている。また英国、米国、中国、インド、
メキシコなどでは、政府レベルでの政策への活用も既に行われている。一方で、日本ではまだ疾
病負荷に政策活用は十分に行われていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では都道府県別の包括的な疾病負荷分析を行い、それを我が国の保健政策に活用すること
を目的とする。具体的には、①都道府県別の疾病・リスク因子による疾病負荷の推移の推計、②
①に加えて都道府県別の疾病・リスク因子による疾病負荷の将来予測、③各リスク因子に対する
介入の費用効果分析および都道府県別のリスク因子を保有する者の発見と治療等の一連の介入
プロセスが達成した効果の測定(有効カバレージ分析)、④保健アウトカムに疾病負荷を用いた都
道府県別の保健システムパフォーマンス評価方法の開発、⑤都道府県レベル以下の疾病負荷と健
康の社会的決定因子の分析のための方法論の開発および小地域における推計値の妥当性の検討、
⑥我が国の都道府県別の疾病負荷分析を次世代疾病負荷分析のベンチマークとして国際的に推
進、⑦分析結果をより多くの研究者や一般の方が利用できるようにデータビジュアル化のための
ウエブツールを作成、を行う。 
 
３．研究の方法 
研究代表者らによるこれまでの研究成果を元に、都道府県別の包括的な疾病負荷分析をさらに展
開する。また、それらの我が国の保健政策への具体的な活用を試みるとともに、「保健医療 2035」
に示された方向性をより具体的に検討する。そのために、疫学、統計学、計量経済学、情報工学
などの数量分析手法を駆使し、国内外の疾病負荷研究統括の実績のある研究代表者のリーダーシ
ップのもと、今年度も異なる学問分野で実績のある研究者が連携して行う学際的な共同研究を推
進する。それぞれ関連した研究項目に関して、時空間ベイズモデル、ベイズ統計を用いた小地域
推計、疾病のマイクロシミュレーション、系統的レビュー・メタ分析、メタ回帰分析、国勢調査
や出生動向基本調査等の標本分析などの数量分析を行う。さらに、本研究成果をより多くの研究
者や一般の方が利用できるように、これまでに開発したデータビジュアル化のためのウェブツー
ルをさらに広く展開していく。本研究を今後の世界標準とするためにも、報告書作成や国内外の
専門誌への投稿、国民への発信等を通じて、研究成果を広く社会へ還元する。 
 
４．研究成果 
本研究は、国レベルではなく都道府県別の疾病負荷を包括的に分析し、それを具体的政策分析に
も応用する我が国で初めての試みである。平成 29 年度の研究成果をさらに発展させ、データ収
集の拡大、最新の統計技術の適用、方法論の改善が成された。1990 年から 2017 年にかけて、日
本全体での平均寿命は 79.3 歳から 84.2 歳と 4.9 年の伸びを見せたが、その増加傾向には 3.2
年から 5.6 年と都道府県間で大きな差があった。健康寿命についても同様の傾向が見られ、日本
全体では 1990 年時点で 69.7 歳だった健康寿命が、2017 年には 73.1 歳まで伸びた。同期間に日
本全体での年齢調整死亡率は 37.5%の減少が見られたが、その減少率も 24.2%から 42.1%と、都
道府県間で大きな開きがあった。これらは健康転換のペースが国内の地域によって異なることを
示している。現在の主要死因のトップは全国的に脳血管疾患・心血管疾患であり、障害も鑑みる
（DALYs：障害調整生命年）と腰痛が第一位の要因である。言い換えれば、我々はこれら要因に
対する方策をさらにスケールアップすることが必要である。しかし一方で、長寿者ほどより多く
の障害を抱えて生活していおり（特に感覚・運動器）、さらに変性疾患（アルツハイマー病）の
負荷が全国的に著しく、喫緊な対応が求められる。健康リスクは代謝系リスク（特に高血圧・高
血糖）の寄与が最も大きいが、特筆すべきは男性においては死亡・DALYs ともに喫煙がトップの
リスクであったことだ。 
 
本研究成果をより多くの研究者や一般の方が利用できるように、これまでに開発したデータビジ
ュアル化のためのウェブツールをさらに広く展開した。本研究成果は、MEDITECH FINDER
（http://meditechfinder.org/en/）に掲載し、広く一般公開を行った。 
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